
第七次福島県医療計画の概要(平成30年３月策定) 福島県地域医療構想の概要(平成28年12月策定)

第七次医療計画（平成 30 年度～平成 35 年度） においては、地域医療構想を含めた一体の計画として策定

１ 計画策定の趣旨
東日本大震災からの復興を果たすとともに、安全で質の高い、効率的な医療提供体制の整備と、保

健・医療・福祉が連携した切れ目のないサービスの提供を実現するため、第七次福島県医療計画を策定。

２ 計画の位置づけ
・「福島県総合計画」（最上位計画）のもとに策定されている個別計画で、県の医療分野の基本指針。
・医療法に基づき、都道府県が定めるもの。
・市町村に対しては、計画策定や施策の推進のための指針や助言となるもの。

３ 基本理念
東日本大震災と原子力災害からの復興とともに、県民の安全・安心を確保する。

東日本大震災と原子
力災害からの復興

保健・医療・福祉の
連携

安全で質の高い医療
県民全体で守る
健康と医療

４ 医療圏と基準病床数
【県の二次医療圏】６医療圏
県北、県中、県南、会津・南会津、相双、いわき

【基準病床数】
国が示す、全国統一の算定式により算定した、整備
を図るべき病床数の一定の水準を示すもの。
※ 全ての病床、区域において、基準病床数より既
存病床数の方が多くなっているが、今ある病床を
減らすものではない。

５ 各論

①東日本大震災
への対応

②医療を支える
人材の確保

③事業別の医療
体制の構築

④疾病等に応じた
健康と医療

６ 施策の方向性

④疾病等に応じた健康と医療

【資料２】

③事業別の医療体制の構築

〇算定式（一般病床の場合）

× ＋
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一般病床退院率

平均在院日数
流出入

入院患者数

病床利用率（病院報告に
おける、年間の利用率）

×
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１ 構想策定の趣旨
「団塊の世代」が全て75歳以上の後期高齢者となり、医療・介護の需要が増大すると予想されている2025

年（令和7年）を見据え、それぞれの地域における医療・介護の現状や課題が異なることを踏まえて、それ
ぞれの地域が目指すべき医療の姿を示し、医療を提供する側と医療を受ける側が一体となってその実現へ向
けての取組みを推進するため、福島県地域医療構想を策定。

２ 将来の医療需要推計
福島県の構想区域「県北」「県中」「県南」「会津・南会津」「相双」「いわき」の６構想区域。医療需要
の推計にあたっては、レセプト情報・特定健診等情報データベース等のデータを基に算出。

（人/日）

訪問診療分

県北 303 1,140 1,500 416 3,359 5,891 3,309 9,250

県中 352 1,279 1,264 1,040 3,935 6,438 3,498 10,373

県南 75 302 222 143 742 1,423 611 2,165

会津・南会津 192 662 761 467 2,082 3,393 1,097 5,475

相双 34 182 219 188 623 1,366 249 1,989

いわき 198 631 675 803 2,307 4,665 2,218 6,972

福島県 1,154 4,196 4,641 3,057 13,048 23,176 10,982 36,224

《2025年の医療需要推計》

在宅医療等 合計構想区域 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 小計

（床）

構想区域 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 合計

県北 404 1,462 1,667 452 3,985

県中 469 1,640 1,404 1,130 4,643

県南 100 387 247 155 889

会津・南会津 256 849 846 508 2,459

相双 45 233 243 204 725

いわき 264 809 750 873 2,696

福島県 1,538 5,380 5,157 3,322 15,397

(病床稼働率) 75% 78% 90% 92%

《2025年の必要病床数》

将来の必要病床数は、将来の
医療需要を推計した上で、病
床機能ごとに全国一律の病床
稼働率で割り戻して算出。

※ あくまでも将来の医療提供体
制を検討する上での参考材料
の一つであり、病床削減の目
標となる数値ではない。

３ 構想区域において重点的に取り組む事項（いわき市） 平成30年３月改定

⑴ 医療機能の確保と連携推進
〇 救急医療について、重篤な救急患者を受け入れる救急救命センターがその役割を果たせるよう、初期救

急・二次救急医療の患者受入体制の整備や、ＩＣＴの活用などによる救急搬送体制の改善を推進し、受
入照会回数の減少や搬送時間の短縮などの救急医療の質の向上を図る。

〇 地域包括ケア病棟等回復期を担う病床への転換に必要な施設・設備の整備を支援し、病床の機能分化・
連携を推進する。

〇 地域医療連携推進法人制度の活用の検討を含めて、急性期から回復期、慢性期、在宅医療までの効率的
な医療提供体制を構築するための医療機関相互の役割分担・連携を協議する。

〇 地域医療の充実に欠かせない臨床研修医師や不足している診療科の医師については、本県唯一の医育機
関である福島県立医科大学との連携のもとで確保・養成に取り組む。

〇 医療の受け手である住民に対し、医療機関の役割分担の現状や適切な受療行動の必要性について情報提
供・普及啓発に努める。

⑵ 在宅医療の推進
〇 在宅医療に取り組む医療従事者の確保や質の向上のための研修開催を支援する。
〇 病院、診療所、訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ、介護施設等の間の連携を促進し、医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、

ケアマネジャー等の多職種協働による24 時間365 日対応の在宅医療提供の拠点構築を推進する。
〇 医療の受け手となる住民に対し、在宅医療や看取りに関する情報提供・普及啓発に努める。

第七次医療計画（平成30年度～令和５年度） においては、地域医療構想を含めた一体の計画として策定


